
○○株式会社消防計画（防火管理規程）
第１章　 総　　　則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(目的)

第１条　この計画(規程)は、消防法第８条第１項に基づき、○○株式会社における防火管理業務に関する必要事項を定め、火災、地震、その他の災害の予防及び人命の安全並びに災害の防止を図ることと、東海地震に係る予知段階から警戒宣言の発令、地震発生（又は警戒宣言の解除）までの間においてとるべき対策を規定し混乱防止、発災後の被害の軽減を図ることを目的とする。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	消防計画は、単に火災についての対策を目的としたものではなく、地震、水災等あらゆる災害からの被害を防止するために策定されなければなりません。　


　　　　
(諸規定との関係)

第２条　防火管理業務について必要なことは、別に定めのある場合を除くほか、この計画の定めによる。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	この消防計画はそれぞれの事業所における防火管理業務を行う場合の基本ですので、別に同じような内容の規程等が存在することを排除するための規定です。しかし、本計画に必要な細部運用の規程等を設けたり、あるいは他の関係法令により防災に関する計画を樹立することは差し支えありません。


　
(消防計画の適用範囲)
第３条　この計画は、当社に勤務し若しくは、居住し又は出入りするすべての者に適用するものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	火災等による被害の軽減及び人命の確保のために、勤務者又は居住者は勿論

のこと、外来者も規制されなければ、防火管理業務の適正を図ることはできま

せん。したがって、この計画に定める事項は、出入りする請負業者、運搬業者、見学者等についても適用します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第２章　防火管理者
　　　　　　　

　(防火管理者及び事務局)

第４条　防火管理者は、総務部長職にある者を充てるものとし、この事務局を総務課におき、計画実施に関する事務を行うものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	防火管理者は、法令に定める有資格者であるとともに、管理監督的な地位にあり、しかも管理権原者から全幅の信頼を受け、その職務を十分に遂行できる者でなければなりません。
防火管理業務は単に防火管理者一人で実施できるものではないので、事務局を設け防火管理者の適切な指示のもとに、実質的な防火管理業務を実施します。　


　　　　　
　(防火管理者の権限及び業務)

第５条　防火管理者は、この計画について一切の権限を有し、次の業務を行わなければならない。
(1) 消防計画の作成、検討及び変更

(2) 通報、避難、消火の訓練の実施

(3) 建築物、火気使用設備、危険物施設等の点検の実施及び監督

(4) 消防用設備等の点検整備の実施及び監督

(5) 火気の使用又は取扱いに関する指導及び監督

(6) 収容人員の適正管理

(7) 管理権原者に対する助言及び報告

(8) その他防火管理上必要な業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　

	特に(1)に掲げた消防計画の検討については、建築物の増改築又は用途変更、人事異動等の社内事情の変化に伴い、その事業所の事態に即したものに改正し、常に防火管理業務の適正を期さねばなりません。　


　　　　　　　　
　(消防機関への報告等)

第６条　防火管理者は、防火管理業務の適正を図るため、常に消防機関と連絡を密にし、次の業務を行うものとする。

(1)　消防計画の提出（改正の場合はその都度）

(2)  建築物及び諸設備の設置又は変更の事前連絡並びに法令に基づく諸手続
(3)　消防用設備等の点検結果の報告

(4)　消防用設備等の点検及び火災予防上必要な検査の指導要請

(5)　教育訓練の指導要請

(6)　その他法令に基づく報告及び防火管理について必要な事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(1)～(6)に掲げる事項は、本来管理権原者が行う業務であるが、これを防火管理業務の一環としてとらえ、防火管理者に負託することにより、業務の適正を期します。　


第３章　防火管理委員会　
　　　　　　　　　

　(防火管理委員会)

第７条　防火管理業務の運営について適正を図るため、防火管理委員会（以下「委員会」という。）を設置し、委員長には社長を、副委員長には防火管理者を、委員には、委員長が指名する者をもって別表１のとおり指定する。　
２　委員会の事務局は、総務課長のもとにおく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業所の規模が大きいものや、事業所の組織が複雑なものは、防火管理業務を全員に徹底させることが困難であるばかりでなく、多くは調整を必要とするために、防火管理業務の内容について効果的な運営を図る機関を設置します。　


　　　　　
３　委員会の開催は、定例会及び臨時会とし、定例会は２月及び11月に、臨時会は委員長が必要と認めたときに開催する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	委員会の開催時期については、事業所の行事等を考慮し決定します。　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　委員会は、次の基本的な事項について審議する。

(1)　消防計画の作成及び変更に関すること。
(2)　通報避難、消火の訓練の実施に関すること。

(3)　建築物の構造及び避難施設並びに消防用設備等の維持管理に関すること。
(4)　自衛消防組織の設置及び装備等に関すること。
(5)　火災、地震その他の災害発生時における隣接事業所との応援協定に関すること。
(6)　消防施設の改善及び強化に関すること。
(7)　火災予防上必要な教育に関すること。
(8)　その他防火管理に必要な事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　
	委員会は、防火管理者の行う防火管理業務が効果的に、かつ、円滑に推進できるよう設けますので、防火管理に関するすべての事項を審議します。　


第４章　予防管理対策

　　　　　　　　　

　(予防管理組織)

第８条　日常の火災予防及び地震時の出火防止を図るため、防火管理者のもとに各棟又は一定区域ごとに防火担当責任者を、各部屋又は一定場所ごとに火元責任者を定め、別表２のとおり指定する。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事務所の規模に応じ、部屋などの区画ごとに火元責任者を定め、この集合体である棟あるいは階の区域ごとに防火担当責任者を定め、その事業所の全区域について、火災予防の万全が図られるよう組織づくりをします。　


　　　　　　　　　　　　
　(防火担当責任者の業務)

第９条　防火担当責任者は、次の業務を行うものとする。

(1)　担当区内の火元責任者に対する業務の指導及び監督

(2)　防火管理者の補佐
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	防火担当責任者の職務上の地位は、その事業所の中間監督者（課長又は係長等）が適当です。


　　　　　　　　　
(火元責任者の業務)

第10条　火元責任者は、次の業務を行うものとする。
(1)　担当区域内の火気管理

(2)　担当区域内の建築物、火気使用設備器具、電気設備、危険物施設及び消　　　　　　　　　　　　　　　　　防設備等の日常の維持管理

(3)　地震時における火気使用設備器具の安全確認
(4)　防火担当責任者の補佐
　　　　　　　　　　　　　　　　　

	火元責任者は、指定された区域内の直接の責任者ですので、その業務内容を明確にします。　


　　　　　　　　　　　　　　
　(点検検査)

第11条　建物及び消防用設備等、避難施設その他火気使用施設等については、適正な管理と機能保持のため、定期に点検検査を実施するものとし、各点検検査班を別表２のとおり指名する。　　
　　　　　　　　

	自主点検検査に従事させる者には、専門的な知識及び技術を有する者を充てるものとし、消防用設備等で点検資格者等でなければ点検のできない事業所にあっては、業者に委託する方法を考慮する必要があります。　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(点検検査班の業務)

第12条　各点検検査班は、次に定める業務をそれぞれ行うものとする。

(1)　建築物等の点検検査班
建物外の防火的な構造、防火戸、防火シャッター、非常階段等の管理及び検査
(2)　火気使用施設点検検査班

炊事器具、暖房設備器具、喫煙所の火気使用場所の管理及び検査

(3)　電気機械設備点検検査班

電気配線、電気機器、機械設備等の管理及び検査

(4)　危険物施設等の点検検査班

　　危険物施設等の安全管理及び検査
(5)　消防用設備等の点検検査班

消防用設備等の点検整備及び検査

　　　　　　
	建物の区域又はそれぞれの施設設備器具等の種別ごとに、責任者又は担当者を定めて防火管理者を補佐させ、適正な防火管理が推進できるようにします。　


　　　　　　　　　　　　
(宿直員（警備員）の業務)

第13条　宿直員（警備員）は、社内規程に基づき定時に巡回し、火災予防上の安全を確認するとともに、その結果を宿直（○○）日誌に記録し、防火管理者に報告しなければならない。
　　　
	宿直員（警備員）の業務と防火管理業務とのつながりを明確にした規定です。　


　　　　　
第５章　火災予防措置

　　　　　　　　　

　(火気等の使用制限等)

第14条　防火管理者は、次の事項について指定又は制限することができる。
(1)　喫煙禁止場所及び喫煙場所の指定
(2)　火気使用設備器具等の使用禁止場所及び使用場所の指定
(3)　工事中の火気使用の制限及び立会い

(4)　火災警報発令時等の火気使用禁止又は制限

(5)　その他防火管理上必要な事項

　　　　　　　　　　　　　　　　
	自社における出火危険及び延焼危険並びに人命危険の高い施設、場所を想定し、当該場所の火気使用等について制限を加えて出火危険を排除します。　


　　　　　　　　　　　　　　　　
(火気等使用時の遵守事項) 
第15条　火気等を使用する者は、次の事項を遵守しなければならない。　
(1)  ストーブ等の火気使用設備器具は、指定された場所以外では使用しないこと。
(2)　火気使用設備器具は、使用前後に必ず点検すること。

(3)　火気使用設備器具を使用する場合は、周囲に可燃物があるか否か確認し、安全な場所以外では使用しないこと。

(4)　指定された場所以外では、喫煙しないこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業所における日常の火災予防について、全従業員等が守らなければならない基本的な事項を定めます。　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(臨時火気の使用等) 
第16条　次の事項を行おうとする者は、あらかじめ防火管理者に申請し、承認を得なければならない。　
(1)　指定場所以外での臨時火気の使用
(2)　火気使用設備器具の設置又は変更

(3)　火気を使用する催物の開催

(4)　工事に伴う火気の使用

(5)　その他防火管理者が必要と認める事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業所では、一般に臨時火気の管理がおろそかになりやすく、特に工事に伴う火気が原因で出火する例が多いことから、これら臨時に使用する火気を防火管理者が把握し、その内容をチェックするなど適正な措置をとります。　


　　　　
(施設に対する遵守事項) 
第17条　避難施設及び防火施設の機能を有効に保持するため、次の事項を遵守しなければならない。
(1)　避難口、廊下、階段、避難通路その他避難のために使用する施設には、避難の妨害となる設備を設けたり、物品を置かないこと。
(2)　床面は、避難に際し、つまずき、すべり等を生じないよう維持すること。

(3)　避難口等に設ける扉、シャッター等は、容易に解錠でき、かつ、解放した場合に廊下、階段等の幅員を有効に保持できること。

(4)　防火戸は、常時閉鎖できるよう機能を有効に保持するとともに、閉鎖の際に障害となる物品を置かないこと。

(5)　防火戸に近接して延焼の媒介となる物品を置かないこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	日常から避難を考えた建物管理を全従業員が認識する必要があります。　


　　　　　　　　　　　　
(工事中に対する遵守事項) 
第18条　建築物（仮設を含む。）を新築、増築又は改装しようとする場合若しくは危険物関係施設等を新設、移転、改修等をする場合は、次の事項を遵守しなければならない。
(1)　溶接、溶断など火気を使用して工事を行う場合は、防火管理者の承認を得ること。
(2)　前号の工事にあたっては、消火器を配置すること。

(3)　指定された場所以外では、喫煙しないこと。

(4)　危険物類を使用する場合は、そのつど防火管理者の承認を得ること。

(5)　作業現場ごとに、火気管理責任者を指定すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	工事に伴う火災が多く、また、一般に外来業者は喫煙及び火気管理の状況が極めて悪いため、工事人が守らなければならない事項を定めた規定です。


　　　　　
(放火防止対策) 
第19条　防火管理者は、次の事項に留意し、放火防止に努めるものとする。
(1)　敷地内及び廊下、階段、ＥＶホール等に可燃物を置かないこと。

(2)　パート、アルバイト等の明確化及び不審者への呼びかけを徹底すること。
(3)　空室、倉庫等常時使用しない箇所は、容易に侵入できない措置を講じること。
(4)　周辺で連続的に放火火災が発生した場合は、巡回警備を行うとともに、放置可燃物の除去及び施錠確認を徹底すること。
(5)　休日、夜間及び就業時間後の敷地内及び建物内への侵入防止措置を講じること。
第６章　自主検査及び点検報告

　　　　　　　　　

　(自主検査の方法)

第20条　建築物、火気使用施設、危険物施設等の維持管理を図るため、予防管理組織に定める各点検検査班は、防火管理者が指定した検査票に基づき実施するものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　
	予防管理組織に基づく各点検検査班の業務内容は、第12条に定められていることから、建築物等の自主検査は検査票により行うことを明確にします。


　　
(建築物等の自主検査)

第21条　前条に定める自主検査は、次により実施するものとし、平素においては火元責任者が随時行うものとする。

　　　　　　　　　　　　

	検 査 対 象
	検 査 実 施 月 日

	建物構造・防火戸　

防火シャッター
防火区画等
	　　　　　　月　　　　　　 日

	
	　　　　　　月　　　　　　 日

	　　　　　　　　

火気使用設備・器具
　　　　　　
	　　　　　　月　　　　　　 日　

	
	　　　    　月　　　　　　 日

	　　　　

電気・機械設備・器具
　　
	　　　      月　　　　　　 日

	
	　　　　    月　　　　　　 日

	　　
危険物施設
　　　
	　　　　    月　　　　　　 日　

	
	　　　      月　　　　　　 日　


　　　　　
	自主検査については、それぞれの事業所の日常業務の中で、火元責任者が使用前後の点検を行うこととしていますが、その機能の良否あるいは構造上の良否についての判定は困難です。したがって、検査対象ごとに年２回以上徹底的に検査し、完全な保守管理を行うことにより火災予防の万全を期します。
なお、時期は火災予防運動、危険物安全管理月間等の前を選ぶのが適当ですが、それぞれの事業所の行事等に合わせて決定してください。


　　　　　　　
(消防用設備等の自主点検)

第22条　消防用設備等の維持管理を図るため、次の区分により自主点検を実施するものとする。

　
　
	消 防 用 設 備 等
	検査実施月日　　
	消 防 用 設 備 等
	検査実施月日

	　　　　

消火器
　
	　　 月　　日
	　　

避難器具
	　　  月　　日

	
	　　 月　　日
	
	　　  月　　日

	屋内消火栓設備
　　　　　　
	　　 月　　日
	誘導灯・誘導標識
	　　  月　　日

	
	　　 月　　日
	
	　　  月　　日

	非常警報設備

	　　 月　　日
	連結送水官
	　　  月　　日

	
	　　 月　　日
	
	　　  月　　日

	スブリンクラー設備

	　　 月　　日
	　　　　 
非常電源 
  　　 
	　　  月　　日

	
	　　 月　　日
	
	　　  月　　日

	自動火災報知設備
　
	　　 月　　日
	　
　
　　
	　　  月　　日

	
	　　 月　　日
	
	　　  月　　日


　　
	消防用設備等は、法定点検の合間に行うものとし、実施方法、実施時期を明確にしておきます。


　　

(消防用設備等の法定点検)

第23条　消防用設備等の法定点検は、点検設備業者○○防災㈱に委託して行うものとする。
２　防火管理者は、消防用設備等の点検実施時に立会うものとする。

	

	点　　検　　実　　施　　月　　日

	
	機器点検
	総合点検

	　　

消火器
　
	月 　日
	

	
	月 　日
	

	屋内消火栓設備

	月 　日
	月 　日

	
	月 　日
	

	非常警報設備

	月 　日
	

	
	月 　日
	

	スプリンクラー設備

	月 　日
	

	
	月 　日
	

	自動火災報知設備

	月 　日
	

	
	月 　日
	

	避難器具

	月 　日
	

	
	月 　日
	

	誘導灯・誘導標識

	月 　日
	

	
	月 　日
	

	連結送水管

	月 　日
	月 　日

	
	月 　日
	

	　　　　　　　　
非常電源
      
	月 　日
	

	
	月 　日
	


　　　　
	消防用設備等は、消防法第17条の３の３の規定に基づき定期的に、延べ面積1,000㎡以上の防火対象物にあっては有資格者により、その他の対象物にあっては有資格者または、関係者自らが行うよう義務づけられています。


(点検検査結果の記録・報告)

第24条　自主点検・検査及び法定点検を実施した者は、その結果を防火管理者に報告しなければならない。

２　防火管理者は、その報告の内容を管理権原者に報告するとともに、点検検査結果については防火管理台帳に記録し、保存しなければならない。

　　
	点検検査の結果については、防火管理者がこれを記録しておくとともに、管理権原者に報告することを明確にします。


３　消防用設備等の法定点検の結果は１年１回、消防署長に報告するものとする。
　　
	消防用設備等については、消防法第17条の３の３及び規則第３１条の４の規定に基づき、点検の結果を消防署長に報告するよう義務づけられています。


　

(不備欠かん等の整備)

第25条　防火管理者は、点検検査結果に基づく不備欠かん事項について改修計画をたて、その促進を図るとともに、社長に報告するものとする。

　
	不備欠かんの整備について、防火管理者は状況を的確に把握し、必要に応じて改修計画をたて、社長あるいは関係者に助言し、早期に改修しなければならない責任があります。


第7章 自衛消防活動
　
(自衛消防隊)

第26条　火災、地震その他の災害が発生した場合、被害を最小限にとどめるため、社長を自衛消防隊長に、防火管理者を副隊長として自衛消防隊を組織する。
２　自衛消防隊の編成は、別表３によるものとし、その組織及び任務は、次に定めるところによる。
(1)　指揮班は、自衛消防本部を設置し、防火管理台帳、危険物施設等の関係資料を準備するとともに、各班長に対し隊長の指揮命令を適切に伝達する。
(2)　通報連絡班は、火災を消防機関へ通報するとともに、構内への連絡及び消防隊への情報提供を行う。
(3)　避難誘導班は、出火と同時に来客者等の避難誘導を行うとともに救助を要する者があるときは救助する。

(4)　消火班は、消火器、屋内消火栓等により消火活動にあたる。

(5)　警備班は、防火シャッター、防火戸の閉鎖並びに商品、書類、備品等の搬出、保護及び水損防止にあたる。

(6)　救護班は負傷者及び被救助者の応急救護にあたる。

	事業所の自衛消防隊は、組織系統と任務を明らかにするとともに、それぞれの担当責任者及び担当者を指名しておき、災害時における初動体制を確立しておく必要があります。


(夜間、休日の活動体制)
第27条　夜間、休日等の営業時間外に火災その他の災害が発生した場合は、宿直者（警備員）等全員で、次の初動措置を行わなければならない。
(1) 通報連絡

火災を覚知した場合は、ただちに消防機関へ通報するとともに、他の宿直者（警備員）等に火災の発生を通報し、さらに緊急連絡一覧表により関係者にすみやかに連絡すること。

(2) 初期消火

全員が協力して延焼拡大を阻止することを主眼に消火器、屋内消火栓を有効に活用し、適切なる初期消火を行うとともに、防火戸、防火シャッター等をすみやかに閉鎖すること。

(3) 消防隊への情報提供等
到着した消防隊に対して、延焼状況、延焼物件、危険物品等の有無などについて、情報を提供するとともに出火点へ誘導すること。
２　前頁の連絡を受けた従業員は、すみやかに参集するものとし、参集した場合は自衛消防隊長（代理）の指示に従い、それぞれの任務につかなければならない。
　　　
	夜間、休日等従業員の不在の場合には、必然的に自衛消防体制が弱体になっており、こうした状況下においては最小限の人員で、最大効果を上げられる初動体制を確立しておく必要があります。
なお、旅館、ホテル、病院等においては、夜間、休日における自衛消防組織を編成しておくことが必要です。


　
第8章 震災対策
　　　　　

(震災予防措置)

第28条　各点検検査班及び火元責任者は、地震時の災害を防止するため、必要な措置を講じておかなければならない。

　
	地震時においては、火災の発生を防止することが最も重要であるため、日頃の設備器具等の点検及び検査に際して、地震時を想定して必要な措置を行っておくことが必要です。


(地震後の安全措置)

第29条　各点検検査班及び火元責任者は、地震発生後は建物、火気使用設備器具、危険物施設等の点検検査及び応急措置を行うとともに、全機器について安全性を確認後、防火管理者の許可を得て、使用を開始するものとする。
	地震時においては、それぞれの火気使用設備器具等は使用停止されるが、これらの燃料配管又は危険物施設における漏油等の事故発生が予想されることから、点検検査及び応急措置を実施するとともに、これらの使用再会にあたっては安全性が確認されなければ使用してはいけません。


　
(地震時の活動)

第30条　地震時における活動は、前章に定める自衛消防活動のほか、次の事項について行うものとする。

(1)　出火防止の措置
　　　防火担当責任者及び火元責任者は、それぞれ担当区域の火気使用設備器の使用停止を行うとともに、その確認を行うものとする。

(2)　情報の収集
　　　通報連絡班は、周辺の被災状況を把握するとともに、情報を積極的に収集し、その対応措置を講ずるものとする。

(3)　消火活動

　ア　消火班は、発災場所の状況を把握し、重要な施設等の消火活動に当たるものとする。
　イ　社内に火災がなく、その他の被害も少ない場合で、周辺に火災が発生している場合は、自衛消防隊長の命令により消火に協力するものとする。
(4)　避難誘導
　　ア　避難誘導班は、当社駐車場に誘導された従業員を指定避難場所へ誘導するものとする。
イ　避難路及び指定避難場所は、別図によるものとする。

　
	地震時における活動は、特に直接被害者の軽減を図るよりも、その後に発生が予想される火災等の二次災害を防止することが主眼となるので、地震時の最小限必要とされる行動を明確にします。


　
第９章　防災教育及び訓練
　　

(防火教育の実施時期) 
第31条　防火管理者及び防火担当責任者は、次により従業員等に対して防災教育を実施しなければならない。

　(1)　社員全員に対する教育

○月及び○月の第１月曜日に実施する。
　　　ただし、防火管理者が必要と認めるときは、その都度行うことができる。

　(2)　新入社員に対する管理
　　採用時の研修期間のうち、防火管理者が必要と認める時間をあてるものとする。　
　　　　　　　　　　　　　　
	　防火教育の方法は、全従業員に対するものと、新入社員に対するものとに分けて実施することが効果的であることから、その時期について明確にします。


　　　
２　防災教育の内容は、次によるものとする。
(1) 消防計画の周知徹底

(2) 火災予防上の遵守事項

(3) 防火管理に対する従業員各自の任務及び責任の周知徹底

(4) 安全作業等に関する基本的事項

(5) 震災対策に関する事項

(6) その他火災予防上必要な事項

　　
	　従業員に対する防災教育の内容の適否が、その事業所の防火管理体制を確立するうえで大きく影響されるため、それぞれの事業所の実態に即したものを実施し、従業員の防災意識を高揚することにより、適正な防火管理が行えるようにします。


　　　
(消防訓練) 
第32条　防火管理者は、次により消防訓練を行うものとする。

　　

	訓 練 種 別
	訓 練 内 容 及 び 対 象
	実 施 月 日

	総 合 訓 練
	消火、通報、避難誘導、救護等について連携して行う。全社を対象とする。
	春、秋の火災予防運動期間中

	　部 分 訓 練
	上記について個々に行う。
Ａ棟従業員
	　　　月　　日
　　月　　日

	
	上記について個々に行う。
Ｂ棟従業員
	月　　日
　　　月　　日

	
	上記について個々に行う。
Ｃ棟従業員
	月　　日
　　月　　日

	基 礎 訓 練
	屋内消火栓等の操作及び取り扱い訓練、自衛消防隊、消火班員を対象とする。
	　随　　　 時

	図 上 訓 練
	机上による想定訓練、自衛消防隊各班を対象とする。
	


　　

	　火災その他の災害に際し、被害を最小限にとどめるためには、それぞれの事業所の自衛消防隊員は勿論のこと、すべての従業員が訓練により身体で覚えておくことが、非常時の場合に特に大切なことであります。そのためには、年間計画に基づき全従業員に対し知識と技能を身につけさせるための訓練が実施されなければならず、具体的な訓練の種別、内容等について示します。


　
２　震災訓練の実施は、各種消防訓練に準じて実施するとともに、関係機関の行う訓練又は地域において実施する訓練にその都度参加するものとする。
　　
	　行政機関が行う震災、消防訓練等に積極的に参加し、震災時等における活動が十分行えるようにします。


　
(訓練の実施、報告) 
第33条　防火管理者は、消防訓練の実施する場合は、あらかじめ「消防訓練実施計画報告書」により、また、その実施結果については、「消防訓練実施結果報告書」によりそれぞれ消防署長に報告する。
２　防火管理者は、訓練の実施結果を防火管理台帳に記録しておくものとする。

　
	　消防訓練の実施結果を記録することは、事後の訓練の反省資料となるばかりでなく、消防計画に反映させることができますので、そのつど記録保存します。

　非特定防火対象物については、消防署長への報告は必要ありません。


第１０章　防火管理業務の一部委託
(防火管理業務の一部委託) 
第34条　○○株式会社の防火管理業務の一部は、○○ビル管理会社に別表４のとおり委託するものとする。

　
	　防火管理者上必要な業務の一部を外部に委託する場合は、受託者の指名、住所、業務の範囲及び方法を明確にします。


附　　則　 この計画は、平成○年○月○日から施行する。

別表１　

防 火 管 理 委 員 会 編 成 表

　
	委 員 名
	職　　　名
	氏　　　　　名
	備　　　考

	委 員 長
	代表取締役社長
	
	自衛消防隊長

	副委員長
	取締役総務部長
	
	防火管理者

	委　　員
	常務取締役
	
	

	〃
	営業部長
	
	

	〃
	工場長
	
	

	〃
	総務課長
	
	安全衛生管理者

	〃
	保安課長
	
	

	〃
	製造１課長
	
	危険物保安監督者

	〃
	製造２課長
	
	電気主任技術者


別表２

予 防 管 理 組 織 編 成 表
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別表３
自 衛 消 防 組 織 編 成 表
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別表４
	用 途　
	４　項


防火管理業務の委託状況票
＜常駐方式＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(○年○月○○日現在)
	防火対象物名称
	○○ショッピングセンター（○○ビル）

	管理権原者氏名
	代表取締役　 社長　○ ○ ○ ○

	防火管理者氏名
	店 長　 ○ ○ ○ ○

	受　　　　託　　　　者

	氏　名（名　称）
	○○警備保障株式会社

	住　所（所在地）
	名古屋市○○区○○町○丁目○○番地

　　　　　　　　　　　　　電話番号  ○○○－△△△△

	担当事務所
	名古屋市○○区○○町○丁目○○番地

　○○営業所　　　　　　　電話番号  ○○○－△△△△

	防火管理業務の
範　　　　　囲
	· 火気使用箇所の点検等監視業務
· 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理

· 火災が発生した場合の初動措置

· 　初期消火　　□　通報連絡　 　□　避難誘導
· 　その他　［ 消防隊への情報提供　　　］　　　　　　　　　　　　
· 周囲の可燃物の管理
· その他　　　工事の立会い、監視

	防火管理業務の
方　　　　　法
	常 駐 場 所
	防災センター（警備室）

	
	常 駐 人 員
	７名  （夜間 ４名）

	
	　

　

委託する
防火対象物
の 区 域

　

　
	○○ビル全域

（地下１階、地下５階）

	
	　

委託する
時 間 帯

　
	２４時間


注　　「防火管理業務の範囲」欄は、該当する項目の□に　　印を付けてください。
備考　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
	用 途　
	15　項


防火管理業務の委託状況票
＜巡回方式＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(○年○月○○日現在)
	防火対象物名称
	株式会社　○ ○ ○　（○○○ビル）

	管理権原者氏名
	代表取締役　　○ ○ ○ ○

	防火管理者氏名
	管理部長　  ○ ○ ○ ○

	受　　　　託　　　　者

	氏　名（名　称）
	○○ビル管理株式会社

	住　所（所在地）
	名古屋市○区○○町○丁目○○番地

　　　　　　　　　　　　　電話番号  ○○○－△△△△

	担当事務所
	　　同　　　上
　　　　　　　　　　　　　電話番号  ○○○－△△△△

	防火管理業務の範囲
	· 巡回による火気使用箇所の点検等監視業務

· 火災が発生した場合の初動措置

·  初期消火　　　□  通報連絡　 　
 　　その他　

· その他　　　非常持出品の搬出

	防火管理業務の
方法
	巡 回 回 数
	　３ 回

	
	巡 回 人 員
	　２ 名

	
	　

　

委託する
防火対象物
の 区 域

　

　
	○○○ビル全域
（地下２階、地下７階）

	
	　

委託する
時 間 帯

　
	休日及び営業時間外
（18:00～翌朝8:00）


注　　「防火管理業務の範囲」欄は、該当する項目の□に　　印を付けてください。
備考　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
	用 途　
	16　項 イ


防火管理業務の委託状況票
＜遠隔移報方式＞　　　　　　　　　　　　　　　　　(○年○月○○日現在)
	防火対象物名称
	○ ○ ビ ル

	管理権原者氏名
	株式会社　　　　　　名古屋支店長

	防火管理者氏名
	東海ビル管理事務所　　所長

	受　　　　託　　　　者

	氏　名（名　称）
	○○警備保障株式会社

	住　所（所在地）
	名古屋市○区○○町○丁目○番地

　　　　　　　　　　　　　電話番号  ○○○－△△△△

	担当事務所
	名古屋市○○区○○町
　　　　　　　　　　　　　電話番号  ○○○－△△△△

	防火管理業務の
範囲
	· 火災異常の遠隔監視及び現場確認業務
· 火災が発生した場合の初動措置

· 　初期消火　　□　通報連絡　 　
· 　その他　
防災対象物関係者への緊急連絡

その他　　　

	防火管理業務の
方法
	現場確認要員
の待機場所
	　○○○営業所

	
	到着所要時間
	　約10分

	
	　

　

委託する
防火対象物
の 区 域
　

　
	○○ビル全域

（地下１階、地下６階）

	
	　

委託する
時 間 帯

　
	平 日   19:00 ～ 翌 朝 7;30
土 曜   16:00 ～  〃   7:30
休 日    7:30 ～  〃   7:30


注　　「防火管理業務の範囲」欄は、該当する項目の□に　　印を付けてください。
備考　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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Sheet1

																																		○○室 シツ				○○班長 ハンチョウ

																												Ａ棟防火担当責任者 トウボウカタントウセキニンシャ

						防火管理委員会 ボウカカンリイインカイ																火災予防担当 カサイヨボウタントウ												○○室 シツ				○○班長 ハンチョウ

																												（○○課長） カチョウ

																																		１　階 カイ				○○班長 ハンチョウ

																												Ｂ棟防火担当責任者 トウボウカタントウセキニンシャ

																																		２　階 カイ				○○班長 ハンチョウ

																												（○○課長） カチョウ

																																		○○室 シツ				○○班長 ハンチョウ

		管理権原者 カンリケンゲンシャ																										Ｃ棟防火担当責任者 トウボウカタントウセキニンシャ

																防火管理者 ボウカカンリシャ																		○○室 シツ				○○班長 ハンチョウ

																												（○○課長） カチョウ

																						自主点検検査担当 ジシュテンケンケンサタントウ						建築物等の点検検査班 ケンチクブツナドテンケンケンサハン								班長（○○○○） ハンチョウ

																												火気使用施設点検検査班 カキシヨウシセツテンケンケンサハン								班長（○○○○） ハンチョウ

																												電気機械設備点検検査班 デンキキカイセツビテンケンケンサハン								班長（○○○○） ハンチョウ

																												危険物施設等点検検査班 キケンブツシセツナドテンケンケンサハン								班長（○○○○） ハンチョウ

																												消防用設備等点検検査班 ショウボウヨウセツビナドテンケンケンサハン								班長（○○○○） ハンチョウ
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																通 報 連 絡 班 ツウホウレンラクハン

												　地　区　隊 チクタイ				消    火    班 ケヒハン

												（地区隊長） チクタイチョウ

																避 難 誘 導 班 サナンユウシルベハン

		自衛消防本部 ジエイショウボウホンブ

								指　揮　班 ユビキハン

		自衛消防隊長 ジエイショウボウタイチョウ

								情　報　班 ジョウホウハン

								（通報連絡） ツウホウレンラク

																通 報 連 絡 班 ツウホウレンラクハン

												　地　区　隊 チクタイ				消    火    班 ケヒハン

		※						消　火　班 ケヒハン				（地区隊長） チクタイチョウ

																避 難 誘 導 班 サナンユウシルベハン

								避難誘導班 ヒナンユウドウハン

								安全防護班 アンゼンボウゴハン

								救出救護班 キュウシュツキュウゴハン

																通 報 連 絡 班 ツウホウレンラクハン

								その他必要な班 タヒツヨウハン

												　地　区　隊 チクタイ				消    火    班 ケヒハン

		　　※点線は事業所の規模等に テンセンジギョウショキボナド										（地区隊長） チクタイチョウ

		　　　より必要に応じ編成する。 ヒツヨウオウヘンセイ														避 難 誘 導 班 サナンユウシルベハン






